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担当部課 くらし文化部安心安全課

番号 29 事業名 防災訓練事業

選
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新型コロナウイルス感染症に配慮した新しい避難所運営が必要となっている。また、新しい避
難行動（在宅避難）について検討が必要である。新型コロナウイルス感染症対策のため、今後
の取組方法に転換が必要であり、委員の意見を伺いたい。

事
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平成25年度から市内一斉で各小学校区ごとに防災訓練を実施している。訓練では地震が発生
したという想定の元、自宅から一時避難場所（公園）に行き、そこで自治会等の単位で集まって
避難所である各小学校へ行き、避難所受付体験（避難者名簿の記入）や各種の防災体験、防
災展示確認などを行うというのが主な流れである。災害時の避難所運営は地域住民等が主体
となって行うものであるため、訓練においても避難者の受付を市民が行ったり、訓練内容等を市
民が自ら考えるなど、市民主体の訓練として実施、定着している。
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・新型コロナウイルス感染症の影響により、今後の避難所運営を見直す必要がある。
・人が集まって密にならないように、新しい避難行動（在宅避難）について検討が必要である。
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・新型コロナウイルス感染症対策のため、避難所では、３密防止のためフィジカルディスタンス
をとることが必要となっている。受け入れられる定員の変更や体調の悪い人の隔離など、今ま
でとは異なる対応が求められる。実際に災害があった時を想定し、避難所運営について検討さ
れたい。
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＜令和元年度決算額＞
・防災訓練事業（中事業）895,627円

＜実績＞
・一斉防災訓練に参加した地域住民の人数
　H28年度3,143人、H29年度3,280人、H30年度2,846人、R1年度2,915人
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・新型コロナウイルスを踏まえた避難所開設・運営について、国や県からの通知等をもとに、本
市も見直しを行い、新たに手順書を作成した。その手順書をもとに今年度は下記の訓練を実施
する。
①8月24日　市職員向けの避難所開設訓練
②9月27日、10月11日、10月18日　地域の役員等向けの避難所開設訓練
③11月15日　地域の役員等が主体となり、市内一斉に6小学校区で避難所開設訓練
3密防止のため、地域の役員など参加者をしぼって訓練する。なお、訓練の様子を撮影し、避難
所開設についての動画を作成し、市ホームページ等で公開する予定である。
・在宅避難や親戚・知人宅への避難の推奨については、全国的に「避難の理解力向上キャン
ペーン」が実施されている。本市でも広報紙や市ホームページへの掲載のほか、今後は、市で
作成したリーフレットの自治会等回覧（約1,300部）や、高齢者宅への送付（約5,000部）なども
行っていく予定である。


